
平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

6,600 7,164

子育て支援課長
功刀　隆

7,315

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 7,183

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（　　　　　　　  ）他区市町村

その他 ■ ■ 対象(平成22年度）
減少を目
指す指標

7,219

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

37,000 35,000

子育て支援課長
功刀　隆

36,030

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 34,483

事業
形態

■ ■ □ □ □ ■ その他（　　　　　　　  ）他区市町村 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

34,223

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

子育て支援課長
功刀　隆

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（　　　　　　　  ）他区市町村

その他 □ ■ 対象(平成22年度）
増加を目
指す指標

100

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

子育て支援課長
功刀　隆

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（ 他区市町村  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

公立保育園入所園児

11-01-01

子育て支援課
施設給付係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

保育サービスの充実

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援 基本事業番号・名 11-01

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源

30年度の方向性 アウトソーシング

児童福祉法

295 245,875 245,875 650,003 895,878 3,036,875 98

説明：公立保育園の運営に必要な事務経
費であり、現在のところ業務フローの改
善余地等はないが、今後とも効率的・効
果的な事務執行に努めていく。

総合評価（課題・方向性）：次世代育
成支援行動計画(後期)、民営化実施計
画（再改定版）(再々改定版)に基づき
公立保育園の民営化を進めてきたとこ
ろであり、平成28年3月からは保育
サービスの施設整備・運営及び提供体
制に関する実施計画に基づき公立保育
園の民間化も進めてきている（平成29
年3月改訂）。さいわい保育園の民営
化については、運営法人が決定され、
平成29年4月から開所された。しんか
わ保育園の民間化については、保護者
に説明する機会を設けていけるよう働
きかけていく。

保育園開
所日数
(日)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

233,271 233,271 626,604 859,875 2,914,831

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：事業費が対前年度比において上昇
しているが、これはさいわい保育園の引
継保育等を実施したためである。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

適正な環境で保育される。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

事業
内容
・

活動
手段

保育園で園児を保育する。毎
月、園児の健康管理のため身
体測定や0歳児健診を実施す
るとともに、誕生会や運動
会、遠足など季節ごとに様々
な行事を実施している。

延べ入所
児童数
(人)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

295

294
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

保育園に入所している児童と
その保護者

11-01-02

子育て支援課
施設給付係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

270,822 779,713 1,050,535 3,573,248

6,003 1,237 17,995 1,124,688

外部評価

270,822

公立保育園運営事
業

30年度の方向性 拡大

子ども・子育て支援法
東久留米市立保育園延長保育事業実施要綱

16 15,438 4,008 4,008 2,877 4,545 1,284 16,722 1,045,125 103

説明：実施園のうち公設民営園については、月
毎に利用実績をとりまとめ、翌月に利用料を請
求する。各園に事業委託をし、事業実績に基づ
き年度末に委託料を支払う。延長保育事業につ
いては、現在のところ業務フローの改善余地等
はないが、今後とも効率的・効果的な事業執行
の余地を探っていく。

総合評価（課題・方向性）：保護者の
就労形態の多様化や通勤時間の増加等
の保育ニーズに対応するため、延長保
育実施園の拡大を検討をしていく必要
がある。しかしながら、公立保育園で
の事業開始や充実は人的シフトの見直
しを伴うため、直ちに取り組むことは
困難である。今後、新設私立保育園に
は実施を依頼し、公立保育園は民間化
を機に延長保育をはじめとする保育
サービスの拡充に取り組んでいく

延長保育
を実施し
た保育園
数（園）

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

16,758 4,145 4,145 2,465

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：子ども・子育て支援新制度によ
り、従前の補助事業から業務委託に変
わったが、単価に大きな変動はない。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

保育園終了後に別の保育施設
に子どもを預ける二重保育を
必要としなくなる。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

事業
内容
・

活動
手段

公立保育園6園のうち3園で
18:00～19:00まで1時間の延
長保育を実施。利用料は
（2,500円／月）とスポット
利用（500円／回）。公設民
営、私立及び小規模保育の全
園で延長保育を実施。

延長保育
を利用し
た延べ児
童数(人)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

16

15
財政健全経営計画

実行プラン
対象

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 公立保育園児

11-01-03

子育て支援課
施設給付係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

1,223 15,839 1,055,93314,616 5,972 2,921 5,723

延長保育事業

30年度の方向性 その他

児童福祉法

295 83,341 83,341 159,142 242,483 821,976 100

説明：本事業は、共通献立を元に各園の栄養士
が作成した献立に基づき、調理員が調理した昼
食及びおやつを提供するものであるが、従前か
ら効率的な事業実施に努めており、業務フロー
等の改善の余地はないが、今後とも効率的・効
果的な事業執行に努めていく。

総合評価（課題・方向性）：公立保育
園給食調理業務の民間委託は、みなみ
保育園、はちまん保育園の２園におい
て平成１７年度中に開始している。み
なみ保育園は２５年度末をもって閉園
したため、２７年度は、はちまん保育
園１園が給食委託を行い、２８年度
は、平成２８年１０月からまえさわ保
育園で給食委託を行った。今後の公立
保育園給食事業は、市立保育園の民間
化を計画的に進める中で、その進捗状
況を踏まえ検討していく。

給食実施
日数(日)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

69,152 69,152 153,412 222,564 754,454

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：保育園における食事の提供は、自
園調理を原則としており、内容に変更は
なく、効率性、達成度とも「3」である。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

正しい食習慣や食事態度を身
につける。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

事業
内容
・

活動
手段

園児に対して、栄養士が作成
した献立に基づき、調理員が
調理した昼食及びおやつを提
供する。

提供が必
要な園児
に対し
て、給食
を提供で
きた割合
（％）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

295

294
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

公立保育園

11-01-04

子育て支援課
保育・幼稚園係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

67,410 151,664 219,074 745,15067,410

公立保育園給食事
業

30年度の方向性 現状維持

児童福祉法、東久留米市保育の利用に関する条例

136 38,070 2,076 2,076 33,918 822 38,892 285,971 100

説明：各園から工事、修繕依頼書を提出
してもらい、現状を確認の上、対応方法
を決めて実施している。

総合評価（課題・方向性）：施設、設
備ともに経年による消耗が激しい。空
調機やガス機器の故障は、保育活動に
影響を及ぼすため即座に対応する必要
があるが、家庭用とは異なり調達に時
間も費用も要する。
今後、ますます改修や修繕が必要な案
件が増加していくことが予想される
中、保育に直接影響が出る設備に関し
ては計画的な更新が重要である。

各種設備
の改修・
修繕・工
事実施件
数(件)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

36,881 2,722 2,722 31,437 792 37,673 251,153

効率性 2 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：施設の維持管理業務であり、小中
規模の修繕は従来どおり実施していく
が、大規模修繕については公共施設マネ
ジメントにある東久留米市施設保全計画
に即して行っていくことになる。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

園児の保育の実施に際して、
安心・快適なものとなる。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

事業
内容
・

活動
手段

園庭整備・内外壁・床・給排
水・各種設備等の改修・補修
工事を実施する。

各園から
申請の
あった修
繕・改修
対応率(%)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

150

147
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

38,730 770 40,436 275,07539,666 468 468

公立保育園施設整
備事業

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

保育サービスの充実

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援 基本事業番号・名 11-01

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

子育て支援課長
功刀　隆

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（ 他区市町村  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

99.40 99.40

子育て支援課長
功刀　隆

99.18

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 99.37

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（　他区市町村　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

99.00

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

17,000 15,000

子育て支援課長
功刀　隆

14,885

補助
事業

□ 該当 □ □ ■ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

■ 該当 ■ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 14,768

事業
形態

□ ■ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（　　　　　　　  ）新座市

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

14,153

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

1,000 1,000

子育て支援課長
功刀　隆

1,228

補助
事業

■ 該当 ■ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 1,176

事業
形態

□ □ □ □ ■ ■ その他（　　　　　　　  ）他区市町村 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成22年度）
減少を目
指す指標

926

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

認可保育施設(認可保育所、
小規模保育施設、家庭的保育
施設）の入所を希望する保護
者

11-01-05

子育て支援課
保育・幼稚園係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

30年度の方向性 現状維持

児童福祉法、東久留米市保育の利用に関する条例

1,299 2,535 2,535 19,251 21,786 16,771 100

説明：申請段階から入園決定までの流れ
で大幅な変更の必要はないが、申請件数
も年々増加しており、常に業務フローに
ついて改善意識を持っておく必要があ
る。

総合評価（課題・方向性）：市の未就
学児童数は減少していく一方で、保育
施設の申込人数は増加を続けている。
施設の増加により入所後の管理すべき
児童数も大幅に増加しており、事務量
も格段に増えている。
正確な事務処理を第一にしつつも効率
的な方法を常に模索していく。入所申込

数(人）

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

2,457 2,457 18,558 21,015 20,463

効率性 4 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：受付対象が拡大されたため、申請
件数が増加し、結果として単位あたりコ
ストは下がった。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

適正に保育の利用がなされ
る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

事業
内容
・

活動
手段

保護者から希望保育園の入所
申し込みを受けて、申請書、
添付書類等を審査して保育の
必要性を精査する。

受付した
申請書が
適正に処
理された
割合(％)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

1,027

916
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

認可保育園保育料

11-01-06

子育て支援課
保育・幼稚園係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

2,285 18,032 20,317 22,1802,285

保育園入所事務

30年度の方向性 現状維持

児童福祉法、東久留米市特定教育・保育及び特定地域型保育事業の利用者負担に関する条
例

19,563 2,535 2,535 1,643 4,178 214 100

説明：29年度より過年度滞納分について
は納税課に徴収事務が移管された。引継
ぎに至るまでの現年分の督促や催告等は
従来どおり行う。

総合評価（課題・方向性）：平成27年
4月から新制度の開始により、保育料
決定対象が拡大されたことに伴い、事
務量が増加している。
原則として一括で算定処理をしている
が、様々な減免制度や一部の階層で兄
弟軽減が適用されるなど複雑化してき
ており、それらが正確に算定されてい
ることを確認するための作業に時間を
要するようになっている。

保育料賦
課人数(現
年：年間
延数→Ｂ
2.C.D階
層）
（人）

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

1,282 1,282 1,584 2,866 144

効率性 1 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：子ども子育て支援新制度の開始に
伴い、地域型保育施設や認定子ども園の
ように市の保育料徴収基準額表に基づ
き、保育料を決定する対象者が増えたこ
とにより事業費が増加した。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

適正な手続きによって保育料
を決定し、保護者により納入
される。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

事業
内容
・

活動
手段

在園児保護者の市民税額を基
に階層を認定する。市保育料
徴収基準額により保育料(月
額）を算定し、決定通知書を
発送する。

現年度徴
収率
（％）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

19,856

19,175
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
保育園に入所している児童と
その保護者

11-01-07

子育て支援課
施設給付係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

624 1,539 2,163 113624

保育料徴収事務

30年度の方向性 拡大

子ども・子育て支援法
東久留米市保育所運営費支弁要綱

41 2,087,561 1,035,609 517,803 285,751 248,398 8,077 2,095,638 51,113,122 99

説明：本事業は、毎月の利用児童数に応
じ、国の定めた公定価格による児童一人
あたりの単価等により、保育運営費を支
給するものである。現在のところ業務フ
ローの改善余地等はないが、今後とも効
率的・効果的な事業執行の余地を探って
いく。

総合評価（課題・方向性）：平成27年
4月から始まった子ども子育て支援新
制度に基づき、保護者に対する個人給
付を確実に保育に要する費用に充てる
ため、施設に対して直接支給するもの
である。
保育サービスにおける待機児童解消に
向けた取り組みとともに、質の向上を
図るため、本事業については拡大の方
向である。

保育運営
費を交付
している
保育園数
（園）

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

2,092,315 1,038,726 519,361 286,611 247,617 7,786 2,100,101 48,839,558

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：事業費は、対前年度比としては、
それほど変動は見られない。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

適正な環境で教育・保育され
る

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

事業
内容
・

活動
手段

保育園からの請求により保育
運営費を支出する。地域区
分、児童年齢、各園の定員数
などにより国基準の単価（公
定価格）が定められており、
児童数等に応じた金額を支払
う。それ以外には、都が定め
た各種保育サービスに対する
加算、補助がある。

管外受託
を除いた
入所児童
数＋管外
委託児童
数（人）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

43

33
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
認証保育所在園児とその保護
者

11-01-08

子育て支援課
施設給付係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

7,000 1,840,911 55,785,1821,833,911 898,801 449,401 257,335 228,374

私立保育園運営支
援事業

30年度の方向性 縮小

東久留米市認証保育所運営費補助金交付要綱

11 155,924 78,307 77,617 1,976 157,900 14,354,545 81

説明：本事業は、毎月の利用児童数に応
じ、児童一人あたりの単価等により、補
助金を支給するものであり、定例的な事
務であるため業務フローの改善余地等は
ない。

総合評価（課題・方向性）：喫緊の課
題である待機児童解消と多様な保育
サービスの拡充を図るため、認証保育
所の果たす役割は大きいが、年度当初
は利用者数が比較的少ない傾向にあ
り、市ホームページ上に受入れ可能人
数の表示を行い、また保護者に対する
助成金の支給を始めるなど利用を促進
しているが、認可保育園の保育料と認
可外保育施設の利用料との間に格差が
あることが、認可保育園利用志向の大
きな要因となっていると考えられる。
子ども・子育て支援新制度において、
認証保育所は引き続き認可外施設の位
置づけとなったため、事業者としては
小規模保育所や認可保育所に移行して
いきたいとの考えを持っており、その
点を踏まえると今後は縮小方向とな
る。

管内＋管
外認証保
育所数
（園）

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

159,871 82,793 77,078 1,905 161,776 13,481,333

効率性 3 達成度 2

廃止予定
の有無

説明：認証保育所数は27年度と比して減
少したものの、単価が変更になったの
で、事業費としてはそれほどの変動は見
られない。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
適正な環境で保育される。小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

事業
内容
・

活動
手段

東京都認証保育所事業実施要
綱に基づく認証保育所（Ａ型
及びＢ型の施設）に市内の乳
幼児が在籍した場合、年齢区
分に応じた単価等により計算
した運営費補助金を交付す
る。

入所児童
数(人)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

12

17
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

1,883 108,539 6,384,647106,656 50,752 55,904

認証保育所運営費
補助事業

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

保育サービスの充実

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援 基本事業番号・名 11-01

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

2,600 2,600

子育て支援課長
功刀　隆

2,707

補助
事業

■ 該当 ■ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 2,517

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ ■ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

2,665

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

1 1

児童青少年課長
田中　潤

90.0%

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 89.5%

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ ■ 対象(平成28年度）
増加を目
指す指標

1

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

1,700 1,700

子育て支援課長
功刀　隆

1,550

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 1,664

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ ■ 対象(平成23年度）
増加を目
指す指標

1,732

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

5,100 5,100

子育て支援課長
功刀　隆

4,924

補助
事業

□ 該当 □ □ ■ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 5,053

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（施設型給付） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（　　　　　　　  ）新座市

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

－

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
定期利用保育施設及び保育室
の在園児とその保護者

11-01-09

子育て支援課
施設給付係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

30年度の方向性 縮小

東久留米市定期利用保育事業運営費補助金交付要綱
東久留米市保育室制度運営費補助金交付要綱

2 16,239 7,360 8,879 103 16,342 8,171,000 104

説明：本事業は、毎月の利用児童数に応
じ、児童一人あたりの単価等により、補
助金を支給するものであり、定例的な事
務であるため、業務フローの改善の余地
等はない。

総合評価（課題・方向性）：定期利用
保育施設及び保育室は多様な保育需要
に対応するため、安心して子育てでき
る環境整備の一端を担っているもの
の、比較的保育料が高く、保護者に対
する助成金の支給を始めたが、認可保
育施設との間には格差がある状況であ
る。子ども・子育て支援新制度におい
て、定期利用保育施設は引き続き施設
の認可外保育施設の位置づけとなった
ため、事業者としてはこれまで小規模
保育所に移行していきたいとの考えを
持っていたが、29年度から小規模保育
所に移行した。

補助金を
交付した
定期利用
保育事業
及び保育
室数
（件）

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

14,341 6,568 7,773 98 14,439 4,813,000

効率性 1 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：定期利用保育事業については、平
成28年度から長時間保育加算が新設され
たため、対前年度比において事業費が増
加しており効率性が低い評価となってい
る。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
適正な環境で保育される。小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

事業
内容
・

活動
手段

東京都及び市の定める補助要
綱に基づき、定期利用保育事
業及び保育室に対して、市内
の児童を持つ保護者が、就
労、疾病等のため家庭で保育
できないとき、管内施設及び
管外施設に市内児童を入所さ
せた場合に補助支援をする。

定期利用
保育事業
及び保育
室利用児
童延べ人
数（人）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

3

2
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

放課後、保護者の就労等によ
り家庭で適切な保育（監護）
が受けられない児童を、嘱託
職員や臨時職員が育成支援す
る。

11-01-10

児童青少年課
児童青少年係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

95 12,686 6,343,00012,591 6,820 5,771

定期利用保育事業
及び保育室運営費
補助事業

30年度の方向性 拡大

子ども・子育て支援法、児童福祉法、学童保育所設置条例、
東久留米市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

1,226 275,867 28,455 28,455 65,727 153,230 15,697 291,564 237,817 90

説明：入所申請件数の増加に伴い、事務
量が増大している。平成２８年度は入所
申請手続きを簡略化したが、待機児童解
消のための方策（特別教室等の活用）の
事務量が増加しているため、業務フロー
に改善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：学童保育
所管理運営事業【放課後児童健全育成
事業（運営及び管理）】について、学
童保育所待機児童解消ための方策（特
別教室等の活用等）を実施しなければ
ならない。
また、延長保育や放課後子供教室との
一体化の検討をしなければならず、業
務量は増加が見込まれる。

(入所申請
者数)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

256,174 29,993 29,993 51,110 145,078 18,940 275,114 235,140

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：事業数増加に伴い、本事業にかけ
られる人件費コストは若干低下してい
る。ただし、入所申請件数の増加傾向に
伴い、学童保育所待機児童解消ための方
策（特別教室等の活用）に関する事務量
の増大は見込まれる。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

放課後、児童に適切に安全な
環境を与えることにより、就
労している保護者の子育て支
援に繋がる。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

事業
内容
・

活動
手段

学童保育所入所申請書に基づき、入所
決定等の手続きを行う。学童保育所の
入所に至った場合、放課後、保護者の
就労等により家庭で適切な保育（監
護）が受けられない児童に適切で安全
な環境を与える。また、学童児童が安
全に施設を利用できるよう、施設の保
守点検・修繕・増改築を行う。

入所率
（％）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

1,170

838
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
市私立幼稚園連合会
市内私立幼稚園

11-01-11

子育て支援課
施設給付係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

23,130 272,954 325,721249,824 56,444 41,930 151,450

学童保育所管理運
営事業【放課後児
童健全育成事業
（運営及び管
理）】

30年度の方向性 現状維持

東久留米市私立幼稚園連合会補助金交付要綱

8 1,600 1,600 3,560 5,160 645,000 91

説明：本事業は、各年度の事業計画及び
予算より補助対象経費を確認し、補助金
を支給するものであり、定例的な事務で
あるため業務フローの改善余地等はな
い。

総合評価（課題・方向性）：平成17年
度に、補助金額を１園当たり30万円か
ら20万円に減額した。また、同じく幼
稚園の振興に係るものとして国・都か
らの通知や調査への対応などが、市職
員の人件費に含まれるところである。
なお、各市とも、補助金の支出費目は
多少異なるが、幼稚園及び幼稚園団体
に補助金を支出している。

市内私立
幼稚園数
(園)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

1,600 1,600 3,431 5,031 628,875

効率性 3 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：市内私立幼稚園の振興のため、継
続して補助を行っている。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

補助金の交付により、連合会
の円滑な活動と教職員の資質
向上及び園児等の保健管理に
よる幼児教育の振興充実を図
るとともに、国・都と各幼稚
園との円滑な情報交換・調査
回答を行う。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

事業
内容
・

活動
手段

市私立幼稚園連合会への補
助。
市内私立幼稚園設置認可及び
都からの調査依頼、回答にか
かわる事務。

市内幼稚
園合計園
児数(人)

行政
補完的

政策的 (改正実施年度17年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

8

8
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
認定こども園・幼稚園に入所
している児童とその保護者

11-01-12

子育て支援課
施設給付係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

1,600 3,392 4,992 624,0001,600

私立幼稚園振興事
業

30年度の方向性 拡大

子ども・子育て支援法
東久留米市認定こども園及び幼稚園施設型給付費等支弁要綱

10 129,749 40,953 45,407 43,389 1,780 131,529 13,152,900 97

説明：本事業は、毎月の利用児童数に応
じ、国の定めた公定価格による児童一人
あたりの単価等により、施設型給付費を
支給するものであり、定例的な事務であ
るため、業務フローの改善の余地等はな
い。

総合評価（課題・方向性）：平成27年
4月から始まった子ども子育て支援新
制度に基づき、保護者に対する個人給
付を確実に教育・保育に要する費用に
充てるため、施設に対して直接支給す
るものである。
保育サービスにおける待機児童解消に
向けた取り組みとともに、質の向上を
図るため、本事業については拡大の方
向である。

施設型給
付費を交
付してい
る認定こ
ども園・
幼稚園数
(園)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

121,538 29,215 34,691 57,632 1,715 123,253 15,406,625

効率性 4 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：平成２７年度から開始した事務で
ある。施設数実績が増えたことに伴い事
業費も増加しているが、定例的な事務で
あるため人件費の伸びは大きくなく、そ
れほど大きな変化はない。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

適正な環境で教育・保育され
る

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

事業
内容
・

活動
手段

認定こども園・幼稚園からの
請求により施設型給付費を支
出する。地域区分、児童年
齢、各園の定員数などにより
国基準の単価（公定価格）が
定められており、児童数等に
応じた金額を支払う。

入所児童
数（人）

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

8

―
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

0 #VALUE!0

認定こども園・幼
稚園運営支援事業

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

一般財源

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

保育サービスの充実

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援 基本事業番号・名 11-01

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）事務事業名
指標

（単位）
実績値

特定財源

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

子育て支援課長
功刀　隆

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

2,160 1,200

子育て支援課長
功刀　隆

1,248

補助
事業

□ 該当 □ □ ■ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

■ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 699

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（地域型保育給付） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（　新座市  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

－

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

東久留米市子ども・子育て会
議

11-01-13

子育て支援課
子ども政策担当 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

30年度の方向性 現状維持

子ども・子育て支援法、東久留米市子ども・子育て会議条例

5 669 669 3,090 3,759 751,800 －

説明：本事業に関しては、現行の業務手
順及び制度にて、不都合が起きておら
ず、業務フローの改善及び制度改正につ
いては特に検討する必要はないと考え
る。

総合評価（課題・方向性）：平成29年
度は、東久留米市子ども・子育て支援
事業計画において設定された、幼児期
の教育・保育の提供体制の確保状況
や、地域子ども・子育て支援事業支援
の取り組み状況などについて、平成28
年度の計画の進捗状況の点検・評価を
行い、会議において意見を聴取してい
く。また、次期子ども・子育て支援事
業計画の策定に向け、意見を聴取して
いく。

会議開催
回数(回)

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

1,365 1,365 9,731 11,096 1,109,600

効率性 達成度

東久留米市子ど
も・子育て会議運
営等事業

制度改正の
余地がある

地域型保育事業運
営支援事業

行政
補完的

政策的

上乗せ

―
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

小平市 東村山市

3

廃止予定
の有無

説明：平成28年度は前年度と比較し、単
位当たりのコストが昨年度比で約30％程
度の減となったため、効率性が向上し
た。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

　市長の諮問事項等について、
子育て支援事業を利用する保護
者、事業者、学識経験者及び公
募市民等からなる委員の議論を
取りまとめ、市長へ答申するこ
と等を目的とする。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

事業
内容
・

活動
手段

　原則、市長の諮問を受けて会議を開
催し運営する。平成28年度は、特定教
育・保育施設及び特定地域型保育事業
の利用定員等について、会議で意見を
聴取し、市長へ答申を行っている。ま
た、東久留米市子ども・子育て支援事
業計画の平成27年度における進捗状況
の点検・評価について、委員意見を聴
取し、公表を行った。

11-01-14

子育て支援課
施設給付係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

4,252 10,694 14,946 1,245,5004,252

5

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

10

12
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

利用児童
数（人）

　

136,939 63,772 32,129 41,038 2,569 139,508 11,625,667

効率性

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
小規模保育施設・家庭的保育
施設・事業所内保育施設に入
所している児童とその保護者

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

横出し

12
説明：小規模保育施設が増加したため、
事業費が増加した。

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

適正な環境で教育・保育され
る

清瀬市 西東京市

事業
内容
・

活動
手段

小規模保育施設・家庭的保育
施設・事業所内保育施設から
の請求により地域型保育給付
費を支出する。地域区分、児
童年齢、各園の定員数などに
より国基準の単価（公定価
格）が定められており、児童
数等に応じた金額を支払う。

30年度の方向性 拡大

子ども・子育て支援法
東久留米市地域型保育事業運営費支弁要綱

18 256,825 122,250 61,125 73,450 2,665 259,490 14,416,111 104

説明：本事業は、毎月の利用児童数に応
じ、国の定めた公定価格による児童一人
あたりの単価等により、地域型保育給付
費を支給するものであり、定例的な事務
であるため、業務フローの改善の余地等
はない。

総合評価（課題・方向性）：平成27年
4月から始まった子ども子育て支援新
制度に基づき、保護者に対する個人給
付を確実に教育・保育に要する費用に
充てるため、施設に対して直接支給す
るものである。
保育サービスにおける待機児童解消に
向けた取り組みとともに、質の向上を
図るため、本事業については拡大の方
向である。

地域型保
育給付費
を交付し
ている小
規模保育
施設・家
庭的保育
施設・事
業所内保
育施設数
(園)

業務フローに改
善の余地がある 　
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